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要旨：剛体バネモデル(RBSM)を用いて，RC 壁部材の乾燥収縮ひび割れ解析を行い，完全付着モデルの適用

性を平均母点間距離と付着損失区間の視点から検討した。コンクリートの乾燥収縮ひび割れを解析するため，

既往の RC を対象とした RBSM に乾燥収縮，クリープ，強度・ヤング係数の材齢依存性を導入した。鉄筋は

コンクリートとの完全付着を仮定した。本手法により，実験のひび割れ発生位置，材齢，ひび割れ幅を限ら

れた範囲で再現できることを確認した。また，要素寸法依存性の検討を通じて，完全付着モデルで実現象を

再現するためには，付着損失区間長さ相当の母点間距離で分割する必要があるとの結論を得た。 
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1. はじめに 

 乾燥収縮はコンクリートにとって避けられない現象

の 1 つである。乾燥収縮が，梁・柱などの部材や内蔵す

る鉄筋によって拘束されて生じる乾燥収縮ひび割れは，

構造物の美観を低下させる。またひび割れは透気性や透

水性を増大させ，漏水などの使用性の問題や，コンクリ

ートの中性化や鉄筋の腐食を促進させるなど，耐久性に

も影響を及ぼす。そのため鉄筋コンクリート(RC)構造物

の乾燥収縮ひび割れを制御するニーズは大きい。RC 構

造物の耐久性を確保するため，設計ひび割れ幅および誘

発目地の配置が規定されており 1)，乾燥収縮により生じ

るひび割れの発生位置と幅を経時的に把握することは

乾燥収縮ひび割れを制御する上で重要である。 

 既往の RC 部材のひび割れ解析手法には，連続体に基

づくもの，たとえば有限要素法(FEM)と，不連続体に基

づくもの，たとえば剛体バネモデル(RBSM)2)がある。ひ

び割れの表現方法には，ひび割れ開口をひずみの増大で

表現する分布ひび割れモデルや，ひび割れ開口位置に予

め節点とバネを設けて表現する離散ひび割れモデルな

どがある。著者らは，RBSM では分布ひび割れと離散ひ

び割れ表現の中間的な表現が可能であり，乾燥収縮ひび

割れの予測解析に適していると考えている。 

 しかし現状では，RBSM を用いて RC の乾燥収縮ひび

割れを解析する上での課題も多い。これまでに行われた

検討のうち，野城ら 3)，小澤ら 4)の報告は一軸拘束ひび

割れ試験を対象としており，実構造物で乾燥収縮ひび割

れが問題となる壁や床版などの平面部材は対象として

いない。また長﨑 5)らの報告はフレーム付き壁部材の隅

角部に生じるひび割れを対象としているが，壁が無筋で

ある点，実構造物で問題となるひび割れは壁中央部の貫

通ひび割れが多い点，ひび割れ発生に影響があると考え

られるコンクリート物性を材齢によらず一定としてい

る点から，RC 部材に生じる乾燥収縮ひび割れの予測手

法としてはさらなる検討が必要であると考えられる。さ

らに，これらの報告では，部材内の相対湿度変化から乾

燥収縮ひずみを求めているが，物質移動を考慮した解析

は解析手順が煩雑である，入力データが多い，高度な数

理モデルの理解が必要といった問題が指摘されている 6)。 

 以上より，本研究では RC 構造物に生じる乾燥収縮ひ

び割れの制御に資することを目的として，完全付着モデ

ルを用いた乾燥収縮ひび割れ幅・発生位置・材齢の予測

解析手法を提案し，RC 壁部材の乾燥収縮実験結果のシ

ミュレーションによりその適用性を確認する。比較的薄

い壁に発生する断面貫通タイプのひび割れ位置・幅の把

握を目的とするため 6)，2 次元の RBSM を採用する。ま

た，予測解析手法としての単純性と有用性を考慮し，乾

燥収縮ひずみを実験結果により，あるいは実験結果から

求めた式により導入する方法を採用する。さらに，若材

齢挙動を考慮するため，コンクリート物性が材齢に依存

するモデルを採用する。 

 

2. 解析手法 

2.1 概要 

 図－1 の RBSM の概念図に示すように，RBSM では要

素を剛体と見なし，要素の母点に力を加え変位が生じた

際に，剛体同士を連結するバネに蓄えられたエネルギに

より解析対象の挙動を評価する。今回は乾燥収縮・クリ

ープを考慮して RC 壁部材を解析するため，RC 構造を対

象とした既往の 2 次元 RBSM7)に対して新たに材齢依存

のコンクリート物性およびクリープの影響を導入した。 
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2.2 解析要素の構成則 

 RC を表現する解析要素は，分布鉄筋要素とコンクリ

ート要素の積層とした。分布鉄筋要素は，常に弾性で，

等価な断面積を持ち，鉄筋方向の軸剛性のみを持ち，せ

ん断剛性を 0 とした直交異方性板とした。コンクリート

との付着は完全付着を仮定し，母点位置での鉄筋変位と

コンクリート変位を同一とした。 

 コンクリートの引張挙動は，垂直バネに生じる応力が

コンクリートの引張強度を上回ったときにひび割れが

生じるとした。ひび割れ後の軟化挙動は図－2 に示すよ

うに限界ひずみsu まで直線で軟化し，その後は応力 0 を

保つものとした。ひび割れ後の除荷挙動は考慮しておら

ず，常に応力ひずみ関係の曲線に従う。コンクリートの

引張軟化曲線を決定する係数C(引張軟化係数)はAnらの

報告 8)を参考にして式(1)～(3)に示すように各バネに対

応する母点間距離から求めた。 

)/()(5.0 28,
2

28, ctY ElFU   (1) 

1)/(  YFY UGC  (2) 

)/( 28, Yc CEC   (3) 

ここで，UY : ひび割れ発生までの弾性(ひずみ)エネルギ

(N/mm)，Ft,28 : 28 日引張強度(MPa)，Ec,28 : 28 日ヤング係

数(MPa)，l : 母点間距離(mm)，CY : ひび割れ発生後のエ

ネルギ比率，GF : 破壊エネルギ(N/mm)，C : 引張軟化係

数(MPa)である。本研究では GF = 0.15(N/mm)とした 9)。

本モデルでは，ひび割れ後の母点間のバネはコンクリー

トの引張軟化挙動と鉄筋の軸剛性のみで評価され，付着

すべり挙動は，後述の通り，要素寸法と付着損失区間長

さの関係でのみ考慮されている。 

 クリープは次式の有効ヤング係数により考慮した。 
)()( tExtE ce   (4) 

ここで，t : 材齢(日)，Ee(t) : 材齢 t での有効ヤング係数

(MPa)，Ec(t) : 材齢 t でのヤング係数(MPa)，x : ヤング係

数の低減係数である。有効ヤング係数の考え方では，図

－3 に示すようにある材齢でのヤング係数に低減係数を

乗じることで増大したひずみをクリープひずみcreep，

creepとして扱う。なお，creep : 垂直バネ方向のクリープ

ひずみ，creep : せん断バネ方向のクリープひずみである。 

 材齢依存性を持つコンクリート物性は式(5)10)，(6)11)，

(7)12),13)を用いた。 

}])/28(1{exp[)( 2/1
28, tFtF cc    (5) 

2/12/3
28, }20/)({)3.2/()( tFEtE ccc    (6) 

])}({291.0[7.0)( 637.0tFtF ct   (7) 

ここで，Fc(t) : 材齢 t での圧縮強度(MPa)， : 実験定数，

Ft(t) : 材齢 t での引張強度(MPa)，Fc,28 : 28 日圧縮強度

(MPa)， : コンクリートの単位体積質量(ton/m3)である。 

 乾燥収縮ひずみsh は土木学会式 14)を参考に式(8)によ

り垂直バネに導入した。 

)}exp(1{)( b
shsh att    (8) 

ここで，t : 材齢(日)，sh(t) : 材齢 t での乾燥収縮ひずみ，

sh
∞ : 限界乾燥収縮ひずみ(負)，a, b : 実験定数である。 

 sh およびcreep，creep は，式(9)に示すように RBSM に

おける平面応力状態の応力－ひずみ関係に代入した。式

(9)で，コンクリートの応力を求める際に式(4)の有効ヤン

グ係数 Eeを用いてクリープを考慮している。 
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ここで，n : 垂直バネの応力(MPa)，s : せん断バネの応

力(MPa)，Gc : コンクリートのせん断ヤング係数(MPa)，

Ge : コンクリートの有効せん断ヤング係数(MPa)，e : 垂

直バネの弾性ひずみ，e : せん断バネの弾性ひずみ，total : 

垂直バネの実ひずみ，total : せん断バネの実ひずみであ

る。なお，実ひずみは母点の変位を元に計算される見か

けのひずみのことである。 

2.3 部材の分割方法とひび割れ幅の計算 

 部材の分割方法はボロノイ分割とした。これは，ひび

割れ発生位置および方向を人為的に規定することなく

解析を行うことが出来るためである 15)。またボロノイ分

割では，垂直バネがそのバネを構成する要素境界に必ず

垂直となるため，実験により得られた乾燥収縮ひずみの

値を直接垂直バネに導入できる。 

 ひび割れ幅は次のように求める。図－4 に示すように

完全付着を仮定した本モデルでは，ひび割れ近傍でのひ

垂直バネ

せん断バネ

要素－剛体
（母点が並進と
　回転の自由度
　を持つ）

境界線－弾性体
（バネが変形し
　エネルギを蓄える）
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図－1 剛体バネモデルの概念図 図－2 コンクリートの 

引張軟化曲線 

図－3 有効ヤング係数法による

クリープひずみの考慮 
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び割れ幅と付着損失区間は母点間の平均ひずみで評価

される。ひび割れ後の母点間の平均ひずみ1 は，図－5

のようにひび割れ周囲のひび割れていないコンクリー

トの弾性ひずみ0 とひび割れ幅に対応するひずみw の 2

つに分離できる。そこで式(10)のように，ひび割れ幅に

対応するひずみw に，そのひずみを生じたバネを構成す

る要素の母点間距離 lcrack (mm)を乗じ，生じたひび割れ幅

w (mm)を算出する。 

crack

crackw

l

lw




)( 01 


 (10) 

 

3. 要素寸法依存性の検討 

3.1 検討の目的と解析対象 

 提案した手法を用いた RC 壁部材の解析例を示す。本

解析例では要素寸法依存性について，付着損失区間長さ

の観点から検討することを目的とした。 

 対象とする実験は今本 16)によるもので，部材は図－6

に示すように 1900×2900×100mm の壁の周囲に 400mm

角の柱および梁が付いたものである。コンクリートは全

箇所で普通ポルトランドセメントコンクリートである。

鉄筋は表－1 に示すように，壁部で D10@200mm の縦横

配筋，上下梁で 8-D19 の横配筋，柱で 8-D19 の縦配筋で

ある。隅角部では重なり合う部材の特性を重ね合わせた。 

3.2 要素分割法 

 解析モデルの要素分割は，図－7 のように 3 種類の，

壁部の平均母点間距離の異なる分割とした。 

 要素寸法の決定方法を述べる。本研究ではコンクリー

トと鉄筋の変位が母点位置で同一となる完全付着モデ

ルを使用しているため，母点間に設置したコンクリート

要素のバネ(コンクリートバネ)の破壊は，この区間の付

w

ひび割れ周囲のコンクリートの弾性ひずみ0
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母点
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鉄筋バネ
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図－4 ひび割れ近傍における 

実現象と完全付着モデルの比較 
図－5 ひび割れ後のひずみ成分 図－6 解析対象 RC 壁の概要 

 

表－1 部材の鉄筋量および鉄筋比 

部材 壁 上下梁 柱 

鉄筋量 D10@200（縦横） 8-D19（横） 8-D19（縦） 

鉄筋比(%) 0.357 1.433 1.433 
 

400mm 2900mm 400mm
　

20日までの応力表示バネ

ひび割れ幅表示バネ  

       Coarse   Standard         Fine 

図－7 要素分割と変位境界条件 
 

表－2 各分割の諸情報 

ケース名称 要素数 壁部要素数 バネ数 壁部平均母点間距離(mm) 引張軟化係数 C(MPa) 

Coarse 305 74 772 347 -4.84×103 

Standard 362 126 939 252 -3.35×103 

Fine 812 436 2233 128 -1.61×103 
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着損失に相当する(図－4)。すなわち母点間距離が付着損

失区間となる。中川らの報告 17)では，鉄筋を埋設した一

軸拘束ひび割れ試験において，部材にひび割れが生じた

場合の付着損失区間はおよそ 200～400mm である。そこ

で Standard の平均母点間距離を平均的な付着損失区間長

さである 252mm とし，より粗い Coarse の平均母点間距

離を付着損失区間長さの上限に近い 347mm，より細かい

Fine の平均母点間距離を付着損失区間長さの下限より短

い 128mm とした。引張軟化係数は，各分割の壁部平均

母点間距離を用いて式(1)～(3)から求めた。各分割の要素

数，壁部要素数，バネ数，平均母点間距離，引張軟化係

数を表－2 に示す。 

3.3 解析条件 

 境界条件は次のように仮定した。実験では下梁が他の

部材よりも早く打設され，他の部材が打設された際には

硬化が進んでいると考えられるため，図－7 のように下

梁を垂直方向に拘束した。また，解析モデルの剛体変形

を抑制するため，下梁左端では水平方向にも拘束した。 

 各変数は次のように定めた。式(4)の変数は，x = 0.63

とした。ひびわれ制御指針 18)では温度応力解析で用いる

クリープの影響を考慮したヤング係数の補正係数を，温

度降下時に 0.63～0.67 としており，x の値はこれを参考

に決定した。式(5)～(7)の変数は，Fc,28 = 32.8(MPa)，Ec,28 

= 24.2×103(MPa)， = 0.31， = 2.3(ton/m3)を用いた。式

(8)の変数は壁でsh
∞ = -834×10-6，a = 0.043，b = 0.80 を，

柱梁でsh
∞ = -655×10-6，a = 0.041，b = 0.61 を用いた。Fc,28，

Ec,28，は実験値 17)である。また，sh
∞，a，b は実験値

に対して最小二乗法で近似して得た値である。導入した

材齢依存物性，乾燥収縮ひずみを図－8，図－9 に示す。 

 本計算では Yamada の rmin法
19)により増分解析を行い，

不釣合力が十分小さいと見なせる既定値を下回ると収

束するものとした。剛性は接線剛性を評価した。解析の

時間刻みは 1 ステージで材齢 1 日とし，400 ステージま

で解析を行った。 

3.4 解析結果と考察 

 図－10 に，ひび割れ発生前である材齢 20 日までの，

壁中央部の引張応力を示す。応力を表示したバネの位置

を図－7 に示す。要素分割の種類によらず，発生する応

力はおおむね等しいことが確認できる。従って，乾燥収

縮ひび割れの駆動力である乾燥収縮ひずみにより引き

起こされるコンクリートの引張応力の評価(収縮応力評

価)には，要素寸法依存性が顕著ではない。 

 図－12 に，壁中央部のひび割れ発生材齢を示す。いず

れの分割も下梁と接している部分では材齢 26～30 日で，

上梁と接している部分では材齢 30～32 日で，壁中央部

では材齢 30～40 日でひび割れが発生している。従って，

ひび割れ発生材齢について要素寸法依存性はそれほど

大きくないと考えられる。また，要素境界の方向により

発生材齢にばらつきが確認される。これは図－11 に示す

ように，ひび割れが生じる要素境界と壁垂直方向とのな

す角が大きくなると，水平方向に主応力が卓越する条件

下で RBSM の垂直バネに生じる応力が小さくなるため，

水平方向に主応力が卓越する壁中央部では要素境界と

壁垂直方向とのなす角が大きいほどひび割れが生じに

くくなり，ひび割れ発生が遅れたと考えられる。 

 図－13 に材齢 60 日の実験および解析のひび割れを示

す。実験で観察された「壁四隅の微細なひび割れと中央

部付近のほぼ垂直に貫通した比較的大きなひび割れ」が

解析でも再現されており，特に Standard では実験の観察

事実に近いパターンが得られた。要素寸法の大きな

Coarse では中央部のひび割れ幅は大きく，四隅のひび割

れの数は少ない。一方，要素寸法の小さな Fine では中央

部のひび割れ幅は小さく，全体的にひび割れの数が多い。 
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 図－14 に，材齢 60 日および 400 日での，実験と解析

における壁中央部のひび割れの高さ方向分布を示す。材

齢 60 日では Coarse の結果が実験値に近いが，実験で観

察された下梁に近い部分のひび割れ幅が大きくなる傾

向と一致しているのは Standard である。一方，材齢 400

日では，実験における下梁に近い部分のひび割れ幅が減

少し，壁位置 0～1000mm では Standard や Fine に近い。 

 図－15 に壁中央下部におけるひび割れ幅の経時変化

を示す。ひび割れ幅を表示したバネの位置を図－7 に示

す。いずれの分割でもひび割れ発生材齢がほぼ一致して

いるが，その後のひび割れ幅の進展は，Coarse＞Standard

＞Fine の順にひび割れ幅の増大の程度が大きい。 

 図－13～図－15 の結果を，コンクリートと鉄筋の付着

の観点から考察する。解析を行った 3 ケースの内，平均

母点間距離を平均的な付着損失区間長さとした Standard

では，コンクリートバネの破壊による応力解放がおおむ

ね正しいと考えられる。平均母点間距離が付着損失区間

長さの上限に近い Coarse では，コンクリートバネの破壊

による応力解放がやや大きいため，生じるひび割れの数

は少なく，材齢 400 日におけるひび割れ幅は実験より大

きくなった可能性がある。平均母点間距離が付着損失区

間長さの下限より短い Fine では，コンクリートバネの破

壊による応力解放が十分に行われないため，ひび割れが

生じてもひび割れ周辺では高い応力状態が保たれ，図－

13 のように中央付近で新たなひび割れが次々に生じた
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図－12 壁中央部のひび割れ発生材齢 
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図－13 壁のひび割れパターン(材齢 60 日時点) 
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と考えられる。 

 以上から，完全付着モデルを用いて実現象を精度良く

再現するためには，母点間距離を付着損失区間長さに相

当する要素寸法で分割する必要があると考えられる。 

 

4. 結論 

 本研究の結論を以下にまとめる。 

1. RC 構造を対象とした既往の RBSM8)に乾燥収縮・クリ

ープと，コンクリート物性の材齢依存性を導入し，乾燥

収縮が拘束されて生じる乾燥収縮ひび割れを対象とし

た解析手法を提案した。本解析手法では，ひび割れ位置

と幅が経時的に直接得られる。 

2. フレーム付き壁部材の乾燥収縮ひび割れに関する既

存実験 17)のシミュレーションに本解析手法を適用した。

解析結果は，実験のひび割れ発生位置，発生材齢，ひび

割れ幅をおおむね再現しており，対象とした実験の限ら

れた範囲ではあるが本解析手法の乾燥収縮ひび割れ予

測手法としての可能性が示された。 

3. 要素寸法依存性の検討により，ひび割れ前の発生応力

とひび割れ発生材齢については依存性が確認されず，収

縮応力評価は要素寸法により顕著な差が生じないと考

えられる。 

4. ひび割れ分布および幅の進展については要素寸法依

存性が確認された。ひび割れ分布やひび割れ幅進展が要

素寸法依存性を持つ原因の一つとして完全付着モデル

で考慮できる付着損失区間長さが実現象と異なること

が考えられ，完全付着モデルを用いて実現象を再現する

ためには，母点間距離を付着損失区間長さに相当する要

素寸法で分割する必要があると考えられる。 
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